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令和 7 年度 令和 16

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

(税抜)

基本水量 基本料金

5㎥まで 1,200円

10㎥まで 1,400円

20ｍｍ 10㎥まで 1,600円

25ｍｍ 10㎥まで 1,800円

30ｍｍ なし 2,000円

40ｍｍ なし 3,300円

50ｍｍ なし 8,000円

75ｍｍ なし 12,000円

100ｍｍ なし 18,000円

150ｍｍ なし 23,000円

40ｍｍ なし 3,300円

50ｍｍ なし 8,000円

75ｍｍ なし 12,000円

100ｍｍ なし 18,000円

150ｍｍ なし 23,000円

公衆浴場用 － － －

船舶給水用 － － －

㎥／日

令 和 4 年 6 月 1 日

・水道料金は基本料金と従量料金から構成されています。
・平成20年4月1日に市町村合併して以来、旧市町村で定めた料金をそのまま継承していましたが、平成30年4月1日か
ら基本料金を統一し、令和4年6月1日から従量料金を統一しました。

従量料金（1㎥当たり）

140円

80円

80円

140円

1栓放水時間10分につき

1,200円

メーターの口径及び用途

～

管 路 延 長

0.256

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 37 年 2 月 1 日

水 源

24
570.17

千ｍ

計 画 給 水 人 口 46,789

現 在 給 水 人 口 45,240法 適 （ 全 部 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

5
施 設 数

村上市水道事業経営戦略(案)

事業の現況

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

村上市

上水道事業

計 画 期 間 ：

策 定 日 ：

年度

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

基本料金（1箇月につき）

一
般
用

13ｍｍ

温
泉
旅
館
用

－ －

26,361

私設消火栓 －

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

施 設 利 用 率 72.5

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

＜組織体制＞

企業職員 本庁 支所 計

経営企画室 7人 荒川支所 3人 事務職員 19人 7人 26人

業務室 7人 朝日支所 2人 技術職員 9人 1人 10人

工事管理室 13人 山北支所 3人 会計年度任用職員 3人 0人 3人

計 28人 計 8人 計 31人 8人 39人

＜公営企業職員数等＞

課長 課長補佐 副参事 係長 主査 主任 主事 技師 計

公営企業 1人 5人 6人 1人 13人 4人 5人 1人 36人

うち上水道事業 1人 2人 5人 0人 3人 1人 1人 0人 13人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

      ※電力費や物価の高騰により事業費用は増加傾向にある。

      ※平成30年度以降有収率が低下しており、5年間で4.4%減少している。

     ※令和３年度までは５千万円以上の純利益を計上し、令和４年度には純損失が発生

これまでの主な経営健全化の取組

　令和2年度の組織改編により、上下水道課・支所の職員数を6人削減し39人とし、令和6年度からは、村上水道事務所の統合などにより
3人減、現在は36人体制とし、組織のスリム化を図りました。これまで簡易水道施設の一部を統合し、令和3年度には、山居山配水池及び
八幡山配水池を廃止し、施設の集約化を図りました。また、令和4年12月に水道管路台帳のデジタル化を実施し、令和5年度末には施設
台帳をデジタル化し利便性の向上を図りました。水道料金の支払いについては、令和5年6月からスマホアプリ決済を導入し、利便性の
向上を図るとともに、収納業務の効率化を図っています。また、開閉栓などの依頼については、電子申請サービスを開始しました。

支所産業建設課建設管理室

<令和7年1月1日現在>

　令和2年度に、水道局・下水道課を上下水道課に組織改編し、令和6年2月1日には村上水道事務所を本庁へ統合し集約化を図った。
令和6年度に下水道事業における地方公営企業法の全部適用を図り、公営企業については、上水道事業・簡易水道事業・下水道事業
の3事業により運営しています。本庁機能としては、上下水道課経営企画室・業務室・工事管理室の3室により、支所機能としては、　荒
川・朝日・山北支所における産業建設課建設管理室で構成しています。上水道事業担当職員13人、簡易水道事業担当職員5人、下水
道事業担当職員18人の合計36人体制で運営しています。

■　当該値(村上市)
—　類似団体平均値

※償還元金は、平成26年度より約2億円増加しており、企業債充当率
を下げ発行額を抑制していく必要がある。

※令和4年度6月から従量料金の統一を図ったが、大雨災害の影響に
より減収となった。

※令和3年度から100%を下回り、令和4年度決算においては90%にまで減少

上下水道課(課長1人)

H30 R01 R02 R03 R04 R05

当該値 105.42 102.84 104.28 99.6 90 94.79

平均値 100.42 98.77 95.79 98.3 93.82

80

85

90

95

100

105

110

①料金回収率（％）

H30 R01 R02 R03 R04 R05

当該値 138.72 143.93 140.34 141.68 162.66 158.9

平均値 171.67 173.67 171.13 173.7 178.94

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200

②給水原価（円/㎥）

H30 R01 R02 R03 R04 R05

当該値 86.76 85.79 82.73 83.64 80.08 82.4

平均値 84.8 84.6 84.24 84.19 83.93

76

78

80

82

84

86

88

④有収率（％）

H30 R01 R02 R03 R04 R05

当該値 146.24 148.02 146.34 141.12 146.39 150.62

給水原価 138.72 143.93 140.34 141.68 162.66 158.9

125

130

135

140

145

150

155

160

165

③供給単価（円/㎥）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

Ｈ３０ R１ Ｒ２ Ｒ３ R４ Ｒ５

企業債の推移(単位:千円)

企業債発行額 企業債償還元金 企業債償還利子

(20,000)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

900,000

950,000

1,000,000

1,050,000

1,100,000

1,150,000

Ｈ３０ R１ Ｒ２ Ｒ３ R４ Ｒ５

⑥収益的収支と純損益の推移(単位:千円)

収益的収入 収益的支出 純損益
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２．将来の事業環境

（１）

年度 R5（実績） R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

給水（区域
内）人口予測

46,293 45,696 44,480 43,765 43,041 42,319 41,589 40,860 40,160 39,461 38,754 38,049

（２）

年度 R5（実績） R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

有収水量
予測

5,761 5,691 5,540 5,450 5,360 5,270 5,179 5,089 5,002 4,914 4,826 4,739

（３）

年度 R5（実績） R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

水道料金
予測

867,805 862,841 839,864 901,430 923,528 908,021 892,432 876,835 861,845 846,682 831,520 816,530

給水人口の予測

水需要の予測

※有収水量予測は、給水人口予測により算出した給水人口を基に算出したものです。今後の増減要因として、企業などの進出・節
水型用品の技術革新などが考えられますが、現状では人口増減による水量増減が大きな要因となっています。

※水道料金予測は、給水人口及び有収水量予測により水道料金計算をしたものです。令和8年度に料金改定を実施した場合の見
通しとなっています。

（単位：千円）

（単位：千㎥）

※給水（区域内）人口予測は、村上市の人口推計（社人研による令和5年公表資料）から算出しています。給水人口は、市の人口減
少に伴って減少傾向にあります。普及率は97%前後で推移しています。

（単位：人）

料金収入の見通し

4032 3973 3867 3805 3742 3679 3615 3553 3492 3430 3369 3308

140 143 139 137 134 132 130 128 125 123 121 119

1569 1557 1516 1492 1467 1442 1417 1393 1369 1345 1321 1297

20 18 18 16 17 17 17 15 16 16 15 15

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

用途別 有収水量の推移
家庭用 工場用 業務・営業 その他

(単位:千㎥)

50814

45240

760,000

780,000

800,000

820,000

840,000

860,000

880,000

900,000

920,000

940,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

上水道の給水人口と料金収入の推移

給水人口 水道料金

H26⇒R5 (10年間)

給水人口 △5,574人

料金収入△26,284千円

(単位:人/千円)
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（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

〇短期、中期（～10年）
　⇒老朽管改良工事
　　　石綿管の改良や老朽化に伴う漏水箇所の改良工事を行います。　　　総額2,760,700千円
　⇒拡張工事
　　　朝日配水区岩沢浄水場の渇水期における取水量不足に対応するため、井戸の増設を行い、老朽化した電気計装設備の改築及び
自家発電設備の新設と耐震補強工事を合わせて実施　総額771,000千円
　⇒水管橋点検実施（R6～R10一巡目）
　　　破損による影響の高い主要管路について、近接目視点検と診断を行います。　　総額20,000千円
　⇒上下水道耐震化計画の策定
　　　上下水道一体とした急所施設及び避難所等の重要施設に接続する管路の耐震化
　⇒下水道事業の統廃合に合わせてた管路接合の実施
　　　水道の安定供給、災害時のリスク回避に向けた管路の接続

〇長期（～20、30年）
　⇒水道施設の再編
　　　余剰能力を利用した統廃合の検討（山辺里地区簡易水道基本計画修正等）
　⇒給水人口の減少に応じた施設のダウンサイジング
　　　施設更新時に計画給水人口の見直しを行い、適正規模での更新を行います。
　⇒ウォーターPPP（官民連携）、包括的委託等の導入に向けた検討

　村上市職員定員適正化計画に基づき、現在の組織体制で事業運営にあたりますが、技術職員の不足により、技術レベルの維持・継承
が困難な状況にあり、インフラの維持管理のほか緊急時や災害対応における必要な技術力を備えるため、今後も必要な技術職員の確
保に努めます。また、支所機能の本庁集約化においては、総務部局と調整を図りながら検討を進めます。今後は料金徴収や検針業務
等包括的民間委託については、具体的に検討し、料金算定期間である令和11年度までに方向性を決定し、次期料金改定水準には効
果額を反映させるよう進めていきます。

組織の見通し

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

 本経営戦略では、市政運営に係る最上位計画である「第３次村上市総合計画」に掲げる「水環境を守り続けるまちづくり」を政策方針と
し、将来にわたる持続可能な水道事業の実現に向けた基本方針を次のように定めます。

　①市民生活に欠かせないライフラインとして、適切な施設更新事業を実施していくため、アセットマネジメント実施計画を策定し、長寿命
化や投資の平準化を図り、安定した水の供給に努めます。
　②重要給水施設や基幹管路の耐震化による経年化施設の更新を優先的に進めるとともに、災害に強い供給体制を図ります。
　③持続的かつ健全な経営を確立するため、有収率の向上に努めるとともに事業の効率化・合理化を図ります。

目 標

〇短期、中期（～10年）
『老朽化施設の改築更新を進めるとともに、管路の耐震化を推進します。』

〇長期（～20、30年）
　『持続可能な事業運営を目指して、施設の再編や給水人口の減少による適正な更新の実施』
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〇管種別の耐震管の割合と基幹施設の耐震性（令和5年度アセットマネジメント資料より）

〇上水道事業における布設年度別管路延長（令和5年度アセットマネジメント資料より）
　管路については、法定耐用年数（40年）が更新基準となりますが、漏水の発生状況、管種等を考慮し、実使用年数に基づく更新基準※を設定し、重要度の
高いものを優先して耐震管に更新します。※厚生労働省HP「アセットマネジメント支援ツールの実使用年数に基づく更新基準の設定」から引用

※築造年代から推定する「概略一次診断」の結果

から上水道の主な施設数37個所の内、耐震性が

高いと推定される施設数は18箇所で約50％になる

※水道統計（令和4年度）をもとに国土交通省が作成した『水道カルテ』では、村上市における基幹

管路の耐震適合率は36％で全国平均の42％よりも低い状況にある。近年多発する自然災害に備

えて、特に対策が必要な重要施設に接続する管路については、計画的な耐震化を図る。
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〇上水道事業については建設改良費で年間約4億5千万円を計画している。

　令和7年度に重要給水施設管路耐震化計画及び詳細型のアセットマネジメント計画を策定し、管路や施設の重点箇所を絞り平準化を図りながら更新を行う
予定としている。また、拡張工事については、朝日配水区岩沢浄水場の渇水期における取水量不足に対応するため、井戸の増設を行い、合わせて老朽化し
た電気計装設備の改築及び自家発電設備の新設と耐震補強工事を実施します。

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

拡張工事 施設改良工事 井戸増設

（岩沢浄水場）

既設改築更新

（岩沢浄水場）

自家発電機新設

（岩沢、猿沢）

耐震補強

（岩沢浄水場）

簡水施設統合

改良工事 補償工事 道の駅朝日関連工事

県道鶴岡村上線及び

市道運動公園線等改良工事

春木山大沢川改修関連工事

国道7号道路改良工事

（檜原地区、板屋越～早稲田）

県道改良、高速道路関連等

老朽管工事 浜新田地内石綿管改良及び

瀬波温泉線改良工事

村上駅周辺まちづくり事業関連

下水道施設統廃合に伴う

配水管改良工事

水明橋水管橋耐震化

下助渕七湊線ほか改良工事

※神林配水区老朽管対策

水管橋法定点検

R6～R10一巡目

重要幹線耐震化及び老朽管対策

施設改良工事 各施設機械機器等更新工事

事業種別 工事種別 概要
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

そ の 他 の 取 組
・現在国の補助金等については、活用していないため、新たな財源を確保し企業債に依存しない財政構造
を目指します。

・広域化によるスケールメリットを生かした包括的な業務委託等について、近接自治体との連携を検討して
まいります。県内の公営企業における会計システムの電子化が進んでいないことから、共同化について検
討し、支払方法の見直し等により、紙帳票の発行を抑制し事務の効率化を進めます。

広 域 化

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

過年度実績等ベースとし、物価上昇率を見込んで算定しています。

　当期純利益の黒字化を図り、安定経営に必要な運転資金として、最低限4億円の資金を確保する。ま
た、企業債残高を抑制するため、新規発行債については、償還額以内の借入を実施します。

<料金回収率>　100%以上を維持します。
<有収率>　87.3%の確保を目標とします。

目 標

委 託 料 現行の委託業務形態を継続することとし、物価上昇を考慮し算定しています。

＜料金収入の見通しについて＞
　有収水量が減少する中、老朽化施設の維持管理費の増加により、今後も収支不足が見込まれるほか、更新事業の投資的経費におけ
る財源を確保するため、村上市上下水道事業審議会からの料金改定の答申を受けて、令和8年度に平均改定率を14.4%とする料金水準
の見直しを行う予定としています。

<企業債の見通しについて>
　新規発行債を抑えるため、起債償還金の範囲内での借入額とし、損益勘定留保資金で不足する額については、積立金の取崩しにより
補てんを行います。
起債充当率については、更新経費の70％以内を基準とします。

<繰入金の見通しについて>
　国が示す繰出基準に基づく基準内の繰入金とし、必要最低限を一般会計から受け入れする試算としています。

・ウォーターPPP（官民連携）、包括的委託等の導入に向けた検討を行います。

・上下水道一体とした急所施設及び避難所等の重要施設に接続する管路の耐震化計画と合わせて、ア
セットマネジメントによる老朽化施設の更新計画を策定し、計画的な更新と耐震化を図ります。

修 繕 費 施設・設備等の老朽化に伴い、毎年1%の物価上昇率を見込んで算定しています。

動 力 費 過年度実績等ベースとし、毎年1%の上昇率を見込んで算定しています。

職 員 給 与 費 現行の組織体制を維持することし、令和6年度予算をベースに計上しています。

そ の 他

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

・施設更新時に給水人口の減少に応じた施設のダウンサイジングや統廃合を検討し、適正規模での更新を
行います。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

・余剰能力を利用した統廃合及び水道施設の再編を検討し、持続可能な事業運営を目指します。

②　収支計画のうち財源についての説明
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②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

１　毎年度の進捗評価

２　経営戦略の見直し

そ の 他 の 取 組
公営企業における有料広告についての検討を進め、広告収入の確保に努めるほか、資金運用について
は、現在定期預金による運用のみであり、可能な債券の購入について、効率的な運用を図ります。

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

企業債の新規借入については、企業債償還金の範囲内で実施することとし、新規償還利息の発生を抑制
し、将来世代への負担の軽減を図り、健全な事業運営を目指します。

地方公営企業法・総務省が定めた繰出基準に基づく、基準内繰入金の範囲を基本とします。

　令和12年度以降の投資財源見通しにより、赤字を補てんするため適正な料金水準については、3～5年
毎に見直しを行い検討していきます。

水道施設等遊休資産の売却について検討を進め、有効活用に努めます。令和11年度までに未利用水道
用地の売却を進めます。

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

　本経営戦略における基本方針に基づいた施策を実施していく中で、取組の進捗状況及びその効果につ
いて定期的に評価し、必要に応じて施策の見直しを行います。また、投資計画の進捗状況と財政状況を確
認し、モニタリングにおいて計画との大きな乖離が認められる場合には、適宜、見直しや再検討を行いま
す。

　本経営戦略の見直しに当たっては、５年に１度、計画と実績の乖離及びその原因を分析するとともに 、Ｐ
ＤＣＡサイクルにより事業全体の方針について適宜検討します。

企 業 債

料 金
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

【上水道事業】

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 R5年度 R6年度

区　　　　　　分 (決算） 決算見込

１． (A) 920,554 937,942 914,364 975,930 998,028 982,521 966,842 951,335 936,345 921,182 906,020 891,030
(1) 867,805 862,841 839,864 901,430 923,528 908,021 892,342 876,835 861,845 846,682 831,520 816,530
(2) (B) 7,697 12,545 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
(3) 45,052 62,556 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500 64,500

２． 170,064 142,329 149,023 149,559 149,524 147,171 146,365 145,074 142,419 140,751 133,316 126,186
(1) 22,279 2,113 1,939 1,817 1,693 1,567 1,440 1,312 1,201 1,136 1,077 1,018

22,279 2,113 1,939 1,817 1,693 1,567 1,440 1,312 1,201 1,136 1,077 1,018

(2) 142,109 139,715 146,584 147,242 147,331 145,104 144,425 143,262 140,718 139,115 131,739 124,668
(3) 5,676 501 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(C) 1,090,618 1,080,271 1,063,387 1,125,489 1,147,552 1,129,692 1,113,207 1,096,409 1,078,764 1,061,933 1,039,336 1,017,216
１． 994,284 1,028,440 1,014,043 1,008,346 1,017,047 1,015,238 1,024,304 1,018,716 998,663 1,003,252 991,198 992,839
(1) 88,793 86,348 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000

49,135 46,922 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000
- - - - - - - - - - - -
39,658 39,426 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

(2) 315,625 358,058 327,318 333,229 339,258 345,407 351,680 349,850 353,030 354,636 356,251 357,873
85,908 97,646 86,767 87,635 88,511 89,396 90,290 91,193 92,105 93,026 93,956 94,896
60,084 76,341 60,685 61,292 61,905 62,524 63,149 63,780 64,418 65,062 65,713 66,370
1,560 91 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

168,073 183,980 179,766 184,202 188,742 193,388 198,141 194,776 196,407 196,448 196,482 196,507
(3) 589,866 584,034 601,725 590,117 592,789 584,831 587,624 583,866 560,633 563,616 549,947 549,966

２． 71,158 66,001 65,900 65,191 65,021 65,062 64,984 65,620 66,172 66,674 67,228 68,030
(1) 67,568 66,000 65,900 65,191 65,021 65,062 64,984 65,620 66,172 66,674 67,228 68,030
(2) 3,590 1

(D) 1,065,442 1,094,442 1,079,943 1,073,537 1,082,068 1,080,300 1,089,288 1,084,336 1,064,835 1,069,926 1,058,426 1,060,869
(E) 25,176 △ 14,171 △ 16,556 51,952 65,484 49,392 23,919 12,073 13,928 △ 7,993 △ 19,090 △ 43,653
(F) 2,394 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56
(G) 380 274 274 274 274 274 274 274 274 274 274 274
(H) 2,014 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218 △ 218

27,190 △ 14,389 △ 16,774 51,734 65,266 49,174 23,701 11,855 13,710 △ 8,211 △ 19,308 △ 43,871
(I) 27,190 12,801 △ 3,973 47,761 113,028 76,364 36,502 7,882 61,472 104,816 57,056 69,156

766,751 780,199 771,812 797,679 830,312 854,899 866,750 872,677 879,532 875,427 865,773 843,837
79,554 169,530 115,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

(K) 583,951 77,399 674,445 651,156 633,807 593,296 560,214 542,585 519,345 509,429 469,696 461,531
416,492 400,594 412,786 386,542 366,178 322,592 286,374 269,660 244,830 234,111 193,571 184,594

68,482 264,480 163,659 166,614 169,629 172,704 175,840 174,925 176,515 177,318 178,125 178,937
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 912,857 925,397 904,364 965,930 988,028 972,521 956,842 941,335 926,345 911,182 896,020 881,030

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) 912,857 925,397 904,364 965,930 988,028 972,521 956,842 941,335 926,345 911,182 896,020 881,030

- - - - - - - - - - - -

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

-- - - - - - - - - - -

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R8年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

R7年度

営 業 収 益
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

【上水道事業】

（単位：千円）
年　　　　　度 R5年度 R6年度

区　　　　　分 (決算） 決算見込

１． 359,403 403,800 279,100 342,800 311,100 288,500 314,700 279,200 260,000 240,000 230,100 192,800

２． 17,965 18,256 15,557 15,678 13,808 10,351 10,384 10,332 6,631 6,239 6,298 6,357

３．

４． 589

５．

６． 4,128

７．

８． 800

９． 20,710 510,051 76,600 44,800

(A) 403,595 932,107 371,257 403,278 324,908 298,851 325,084 289,532 266,631 246,239 236,398 199,157

(B)

(C) 403,595 932,107 371,257 403,278 324,908 298,851 325,084 289,532 266,631 246,239 236,398 199,157

１． 395,712 988,267 475,950 530,950 431,350 406,350 490,550 490,550 490,550 490,550 490,550 493,550

13,968 19,411 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 21,500

２． 416,054 416,493 400,594 412,786 386,542 366,178 322,592 286,374 269,660 244,830 234,111 193,571

３．

４．

５．

(D) 811,766 1,404,760 876,544 943,736 817,892 772,528 813,142 776,924 760,210 735,380 724,661 687,121

(E) 408,171 472,653 505,287 540,458 492,984 473,677 488,058 487,392 493,579 489,141 488,263 487,964

１． 374,371 411,918 455,141 442,875 445,458 439,727 443,199 440,604 419,915 424,501 418,208 425,298

２． 16,619 56,165 12,908 3,041 4,970 31,846 22,822 28,237 20,575

３．

４． 33,800 60,735 33,527 41,418 34,618 33,950 41,818 41,818 41,818 41,818 41,818 42,091

(F) 408,171 472,653 505,287 540,458 492,984 473,677 488,058 487,392 493,579 489,141 488,263 487,964

(G)

(H) 4,822,257 4,809,564 4,688,070 4,618,084 4,542,642 4,464,964 4,457,072 4,449,898 4,440,238 4,435,408 4,431,397 4,430,626

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 R5年度 R6年度

区　　　　　分 (決算） 決算見込

22,279 22,279 2,113 1,939 1,817 1,693 1,567 1,440 1,312 1,201 1,136 1,077

2,279 22,279 2,113 1,939 1,817 1,693 1,567 1,440 1,312 1,201 1,136 1,077

20,000

17,965 18,256 15,557 15,678 13,808 10,351 10,384 10,332 6,631 6,239 6,298 6,357

17,965 18,256 15,557 15,678 13,808 10,351 10,384 10,332 6,631 6,239 6,298 6,357

40,244 40,535 17,670 17,617 15,625 12,044 11,951 11,772 7,943 7,440 7,434 7,434

R16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度R8年度R7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R15年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

R13年度 R14年度 R15年度

他 会 計 負 担 金

R16年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度
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【上水道事業】

布設年月日 昭 和 35 年

給水人口 45,240人

計算期間:     令和７年度～令和11年度　(5年間)

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

867,805 893,037 893,037

0 0

222,813 222,828 1,691 221,137

1,090,618 1,115,865 1,691 1,114,174

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

49,135 45,000 45,000

退 職 給 付 費 0 0 0

そ の 他 39,658 40,000 40,000

85,908 88,520 88,520

60,084 61,911 61,911

1,560 100 100

589,866 591,417 591,417

168,073 188,848 188,848

994,284 1,015,796 0 1,015,796

67,568 65,232 1,691 63,541

3,590 0 0

71,158 65,232 1,691 63,541

1,065,442 1,081,028 1,691 1,079,337

250,000

1,329,337

　　　　　　　　　料金収入/(料金対象経費＋資産維持費):(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 67.2%

＜料金水準についての説明＞

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

項 目

営
業
費
用

人
　
件
　
費

基 本 給

材 料 費

減 価 償 却 費

資 産 維 持 費 （ Z ）

そ の 他

動 力 費

修 繕 費

金　　　　　　　　額

・村上市上下水道事業審議会からの料金改定における答申を受けて、令和8年度の実施に向けて検討を進めている。実施しない場
合は、令和7年度以降経常損失が発生する見込となる。
・上記算定の結果は、対象経費に対する料金収入の割合は約67.2％となり、約32.8%の収入が不足している状況である。
・令和8年度に料金改定を実施すると、令和13年度頃までは経常利益が発生する見込であるが、今後も有収水量の減少が見込まれ
ることから、令和14年度以降は、純損失が発生する見込となり、さらなる料金水準の見直しについて検討を進めていく必要がある。
※本表は「経営戦略のひな型様式」に追加された原価計算表（令和４年１月２５日付け総務省通知『「経営戦略」の推進について』）
により、総括原価の算定を行っている。
※資産維持費＝対象資産（R7～１1年度末償却未済額の年平均額　13,116,848千円）×資産維持率（3％）=393,505千円　であるが
250,000千円で算定

合 計 (Y)

原価計算表

支 払 利 息

小 計

そ の 他

小 計

営
業
外

費
用

収　　入　　の　　部

項 目

料 金 (X)

金　　　　　　　　額

支　　出　　の　　部
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全体総括

224.61

・経常収支比率は、給水収益の減少及び施設の維持
管理費用が増加したため前年度比6.01ポイント減と
なった。令和4年6月に料金改定を実施したものの、
動力費等の営業費用の増加により料金回収率が90%
にまでダウンした。

・有収率は大雨による災害や大雪による停電により
配水量が減少し、また有収水量が前年度より大幅に
減少したことにより、3.56ポイント低下した。有収
率改善のため、継続的な漏水調査と老朽管の計画的
な更新により漏水防止対策を進める必要がある。

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率及び管路経年化率とも全
国・類似団体平均、全国平均と比較して施設の老朽
化は進行していない。まだ、更新需要のピークを迎
えていないためと考えられるが、今後の更新需要に
備えて計画的な管路更新を行う必要がある。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km
2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

　加速する人口減少による水需要が低下する状況下
において、令和4年度は大雨や大雪による災害の影
響により、給水収益が減少、併せて物価高騰による
事業費用の増加により純損失が発生する事態に陥っ
た。また、保有資産の老朽化による更新需要が増大
していくため、今後さらに厳しい経営状況となるこ
とが想定される。さらなる費用の削減に努め、経営
の効率化を図るとともに適正な料金水準を設定し、
安定的なサービスを供給していくため健全性の確保
が必要である。今後は、スペックが過大とならない
よう適正規模で改築を進め、経営状況を見える化し
ながら、令和6年度中の経営戦略の見直しを進めて
いくとともに、料金改定について議論し、経営の健
全化を図る必要がある。

206.66 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 63.93 83.65 3,080 46,418

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

55,919 1,174.17 47.62 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置

経営比較分析表（令和4年度決算）
新潟県　村上市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 0.24 0.19 0.12 0.18 0.47

平均値 0.58 0.54 0.57 0.52 0.48

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 107.77 105.48 108 106.65 100.64

平均値 110.66 109.01 108.83 109.23 108.04

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 41.59 43.52 45.4 47.26 48.03

平均値 47.66 48.17 48.83 49.96 50.82

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 4.05 7.52 7.72 7.83 8.08

平均値 15.1 17.12 18.18 19.32 21.16

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

①経常収支比率(％)

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 0 0 0 0 0

平均値 2.74 3.7 4.34 4.69 4.72

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 131.44 136.55 126.61 127.12 108.01

平均値 366.03 365.18 327.77 338.02 345.94

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 642 632 612.98 595.98 582.92

平均値 370.12 371.65 397.1 379.91 386.61

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 105.42 102.84 104.28 99.6 90

平均値 100.42 98.77 95.79 98.3 93.82

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 138.72 143.93 140.34 141.68 162.66

平均値 171.67 173.67 171.13 173.7 178.94

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 46.39 44.79 46.39 75.89 74.72

平均値 59.74 59.67 60.12 60.34 59.54

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

47484 47849 48215 48582 48948

当該値 86.76 85.79 82.73 83.64 80.08

平均値 84.8 84.6 84.24 84.19 83.93

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.70】 【1.34】 【252.29】 【268.07】

【89.76】【59.97】【174.75】【97.47】

【51.51】 【23.75】 【0.67】
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